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研究要旨 
本研究の⽬的は、被災者を対象としてフレイルが⾼齢者の要介護認定、死亡の発⽣に及
ぼす影響を明らかにすることである。2011年度から2020年度にかけて岩⼿医科⼤学が実
施した厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦「岩⼿県における東⽇本⼤震災被災者の⽀援
を⽬的とした⼤規模コホート研究」（RIAS Study）の調査データを分析した。本研究では
RIAS研究対象者のうち、⼤槌町および陸前⾼⽥市に居住する65歳以上の男⼥3443名を対
象者とした。KCL得点区分別に総観察⼈年、要介護認定および死亡の発⽣率を求めた。
また、要介護2以上の認定、および死亡の発⽣をアウトカムとしたCox回帰分析を⾏い、
KCLによって測定（0-3点：robust、4-7点：pre-frail、8点+：frail）したフレイルとの関
連について解析した。解析は全体および仮設住宅居住歴別に実施した。対象者全体の分
析において、HRはfrail群で2.39（1.71-3.33）、pre-frail群で1.36（1.02-1.82）となり、K
CL得点と要介護認定発⽣の間で有意な関連がみられたが、死亡発⽣との間では有意な関
連はみられなかった。KCL得点は、震災後の被災地域において、要介護認定について⼀
定の予測能をもっていることが⽰唆された。 

Ａ．研究⽬的 
 2011年に発⽣した東⽇本⼤震災は、東北地⽅
沿岸部に甚⼤な被害を発⽣させた。家屋被害を
受けた住⺠の多くは仮設住宅に⼊居し、そのま
ま⻑期間の⽣活を送ってきた。災害後の仮設住
宅での⽣活は、被災者の健康に好ましくない影
響を及ぼす可能性があることが報告されている
（Takahashi, 2020）。 
 わが国は災害⼤国であり、また現在、世界で最
も⾼齢化が進⾏している国となっている。本研
究では、被災者を対象としてフレイルが⾼齢者
の要介護認定、死亡の発⽣に及ぼす影響を明ら
かにすることを⽬的とした。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 2011年度から2020年度にかけて岩⼿医科⼤学
が実施した厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦
「岩⼿県における東⽇本⼤震災被災者の⽀援を
⽬的とした⼤規模コホート研究」（RIAS Study）

の調査データを分析した（Omama, 2020）。RI
AS Studyでは、東⽇本⼤震災に被災した岩⼿県
沿岸部に位置する⼭⽥町、⼤槌町、釜⽯市、陸前
⾼⽥市を対象として、毎年、健診相乗り型の調査
が実施された。対象地域の18歳以上の全住⺠に
協⼒を依頼し、同意を得られた10,475⼈を対象
者とした。調査は健診および質問紙調査により
構成された。また、追跡調査により対象者の要介
護認定情報および除票による死亡情報を取得し
ている。 
 本研究ではRIAS Studyの調査データのうち65
歳以上の男⼥を対象として、要介護認定情報お
よび死亡情報を取得している⼤槌町および陸前
⾼⽥市のデータを分析した。 
 要介護認定情報について、陸前⾼⽥市の情報
が被災による影響で2013年4⽉1⽇以降のデータ
のみ利⽤可能であったことから、本研究では201
3年4⽉1⽇〜2017年10⽉30⽇の期間に発⽣した
新規（過去に要介護2以上の認定を受けていない
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者）の要介護2以上の認定、および死亡の発⽣を
アウトカムとした。要介護認定については申請
⽇を要介護発⽣⽇として分析した。 
 フレイルの測定は基本チェックリスト（KCL）
により⾏った。KCLは25項⽬からなり、1-5項⽬
は⽇常⽣活関連動作、6-10項⽬は運動器の機能、
11、12項⽬は低栄養状態、13-15項⽬は⼝腔機能、
16、17項⽬は閉じこもり、18-20項⽬は認知症、
21-25項⽬はうつについて尋ねる内容となって
いる。東⽇本⼤震災のあった平成23年度のRIAS
 Study調査では、KCLの項⽬のうち1-20項⽬が
実施されており、本研究では各項⽬を1点、計20
点満点のうち4点未満をrobust、4-7点をpre-frai
l、8点以上をfrailとして分析した（Satake et al, 
2017）。 
 関連要因として、RIAS Study調査の平成23年
度健診調査データより握⼒、質問紙調査データ
より性別、年齢、⾃治体（⼤槌町、陸前⾼⽥市）、
現在の暮らし向き（苦しい、普通）、喫煙習慣（有
無）、多量飲酒、既往歴（有無）、仮設住宅居住
歴について分析した。握⼒は改定⽇本版Cardiov
ascular Health Study基準（J-CHS基準）に基づ
き男性<28kg、⼥性<18kgを筋⼒低下の基準とし
た。多量飲酒は1⽇あたりの平均純アルコール摂
取量換算で男性40g以上、⼥性20g以上を基準と
した。仮設住宅居住歴については、プレハブ型仮
設住宅に居住していたことのある者を居住歴あ
りとした。 
 本研究ではRIAS研究対象者のうち、2013年3
⽉31⽇以前に要⽀援1以上の認定を受けていな
い、⼤槌町および陸前⾼⽥市に居住する65歳以
上の男⼥3443名を対象者とした。要介護2以上の
認定、および死亡の発⽣をアウトカムとしたCo
x回帰分析を⾏い、KCLによって測定したフレイ
ルとの関連について解析した。また、KCL得点区
分別に総観察⼈年、要介護認定および死亡の発
⽣率を求めた。解析は全体および仮設住宅居住
歴別に実施した。 
 
（倫理⾯への配慮） 
 本研究は岩⼿医科⼤学医学部倫理委員会の承
認を得て実施している（承認番号：MH2022-13
2）。 
 

Ｃ．研究結果 
 表1に、対象者のうちKCL得点および要介護認
定申請⽇に⽋損値を含む259名を除外した3184
名のベースライン（平成23年度健診受診）のフレ
イルおよび関連要因の分布・平均値（年齢）を⽰
す。 

 
 
表2にKCL得点別の要介護認定2以上および死

亡の発⽣率、HRを⽰す。要介護認定について、
KCL得点が⾼い群ほど⾼い発⽣率を⽰し、HRは
frail群で2.39（1.71-3.33）、pre-frail群で1.36（1.
02-1.82）と有意に⾼値であった。死亡について、
KCL得点が⾼い群ほど⾼い発⽣率を⽰したが、H
Rはfrail群で1.41（0.99-2.15）、pre-frail群で0.9
8（0.70-1.36）と有意な関連はみられなかった。
図1・2に、KCL得点別の要介護認定および死亡発
⽣状況を表すKaplan-Meier曲線を⽰す。 
 

 

 

 表3に、仮設住宅居住歴別にみた、KCL得点別
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の要介護認定の発⽣率、HRを⽰す。仮設住宅居
住歴のなかった群で、より⾼い要介護認定の発
⽣率を⽰した。仮設住宅居住歴があった群にお
いて、HRはfrail群で1.96（1.05-3.64）と有意に
⾼値であった。仮設住宅居住歴がなかった群に
おいて、HRはfrail群で2.59（1.74-3.85）、pre-f
rail群で1.70（1.22-2.38）と有意に⾼値であった。
図3-1・3-2に、仮設住宅居住歴別にみた、KCL得
点別の要介護認定の発⽣状況を表すKaplan-Mei
er曲線を⽰す。 
 

 

 
 
表4に、仮設住宅居住歴別にみた、KCL得点別

の死亡の発⽣率、HRを⽰す。仮設住宅居住歴が
あった群、なかった群のいずれにおいても、HR
はfrail群、pre-frail群ともに有意な関連はみられ
なかった。図4-1・4-2に、仮設住宅居住歴別にみ
た、KCL得点別の死亡の発⽣状況を表すKaplan-
Meier曲線を⽰す。 
 

 

 
 
Ｄ．考察 
 対象者全体の分析において、KCL得点と要介
護認定発⽣の間で有意な関連がみられたが、死
亡発⽣との間では有意な関連はみられなかった。
KCL得点は、震災後の被災地域において要介護
認定について⼀定の予測能をもっていることが
⽰唆された。⼀⽅で、死亡については有意な関連
がみられなかった。 
 仮設住宅居住歴別の分析において、仮設住宅
居住歴がある群ではKCL（frail）、仮設住宅居住
歴がない群ではKCL（pre-frail, frail）と要介護
認定発⽣の間で有意な関連がみられた。仮設住
宅の被害者には震災後から多くの⽀援が⾏われ
ており、洪⽔被害の深刻な地域で脳卒中死亡率
の低下がみられた（Omama, 2020）、被災者の
住宅損壊と⾎圧低下との間に有意な関連がみら
れたといった研究のように、⽀援を受けること
で健康や⽣活の状況が改善するケースもあるこ
とが報告されている。KCL得点と要介護認定の
関連についても、仮設住宅居住者へのさまざま
な⽀援によって、仮設住宅居住者では⼼⾝の機
能低下が抑えられた可能性がある。 
 本研究の限界として、分析に含まれる介護・死
亡データは2013年〜2017年のものであり、震災
直後のデータは含まれていない。また、KCLの合
計得点について4点未満をrobust、4-7点をpre-fr
ail、8点以上をfrailとする基準は、本来は25点満
点で実施する際のものであるが、RIAS Studyで
はうつ症状に関する5点分の項⽬を初年度調査
で実施していないため、20点満点で分析してい
る。 
 
Ｅ．結論 
 KCL得点と要介護認定発⽣の間で有意な関連
がみられた。KCL得点は、震災後の被災地域にお
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ける要介護認定の発⽣について、⼀定の予測能
をもっていると考えられる。 
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